
生活困窮者に対し適切に福祉サービス
を提供するとともに、地域社会のセーフ
ティネット機能を強化し、地域の要援護

者の福祉の向上を図ること
（施策番号Ⅶ－１－１）
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生活困窮者自立支援法（平成25年法律第105号）について

１．自立相談支援事業の実施及び住居確保給付金の支給（必須事業）
○ 福祉事務所設置自治体は、「自立相談支援事業」（就労その他の自立に関する相談支援、事業利用のためのプラン作成
等）を実施する。
※ 自治体直営のほか、社会福祉協議会や社会福祉法人、NPO等への委託も可能（他の事業も同様）。

○ 福祉事務所設置自治体は、離職により住宅を失った生活困窮者等に対し家賃相当の「住居確保給付金」（有期）を支給す
る。

２．就労準備支援事業、一時生活支援事業及び家計相談支援事業等の実施（任意事業）
○ 福祉事務所設置自治体は、以下の事業を行うことができる。
・ 就労に必要な訓練を日常生活自立、社会生活自立段階から有期で実施する「就労準備支援事業」
・ 住居のない生活困窮者に対して一定期間宿泊場所や衣食の提供等を行う「一時生活支援事業」
・ 家計に関する相談、家計管理に関する指導、貸付のあっせん等を行う「家計相談支援事業」
・ 生活困窮家庭の子どもへの「学習支援事業」その他生活困窮者の自立の促進に必要な事業

３．都道府県知事等による就労訓練事業（いわゆる「中間的就労」）の認定
○ 都道府県知事、政令市長、中核市長は、事業者が、生活困窮者に対し、就労の機会の提供を行うとともに、就労に必要な
知識及び能力の向上のために必要な訓練等を行う事業を実施する場合、その申請に基づき一定の基準に該当する事業で
あることを認定する。

４．費用
○ 自立相談支援事業、住居確保給付金：国庫負担３／４
○ 就労準備支援事業、一時生活支援事業：国庫補助２／３
○ 家計相談支援事業、学習支援事業その他生活困窮者の自立の促進に必要な事業：国庫補助１／２

法律の概要

施行期日 平成２７年４月１日

生活保護に至る前の段階の自立支援策の強化を図るため、生活困窮者に対し、自立相談支援事業の実施、住
居確保給付金の支給その他の支援を行うための所要の措置を講ずる。
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【参考】国の目安値・経済・財政再生計画改革工程表ＫＰＩ

H28年度
目安値

H29年度
目安値

KPI（H30年度）

新規相談件数 22件 24件
年間40万人

→人口10万人・１ヶ月
当たり換算で26件

プラン作成件数 11件 12件 新規相談件数の50％

就労支援対象者数 ７件 ７件
プラン作成件数の

60％

就労・増収率 42％ 70％ 75％

１年間でのステップ
アップ率

― 80％ 90％

※新規相談件数・プラン作成件数・就労支援対象者数は人口10万人・
1か月当たり。
※就労・増収率のKPIは、実績を踏まえH28年度に見直しを実施。
※ H29年度からKPI・目安値に「１年間でのステップアップ率」を追加。

生活困窮者自立支援法における支援状況

1

新規相談件数 プラン作成件数 就労支援対象者数 就労者数 増収者数
就労・
増収率

総数・件
人口

10万人
あたり

総数・件
人口

10万人
あたり

総数・件
人口

10万人
あたり

総数・件
うち就労支援
対象プラン
作成者分

総数・件
うち就労支援
対象プラン
作成者分

H27年度 226,411 14.7 55,570 3.6 28,207 1.8 21,465 ― 6,946 ― ―

H28年度 222,426 14.5 66,892 4.3 31,970 2.1 25,588 17,836 7,199 4,878 71%

○ 施行後２年間での支援状況は、
・ 新規相談者は約４５万人、
・ プラン作成により継続的に支援した人は約１２万人、
・ 就労・増収した人は約６万人、
・ 支援における就労・増収率は約７割
といった状況にある。

○ 平成２７年度と２８年度を比較するとプラン作成件数が
伸びており、相談を包括的に受け止めて支援することが定
着してきているといえる。

○ 就労・増収率の実績は高い水準にあるが、支援において

は、一般就労や増収といった状況だけでなく、それらに至る
までのステップアップを丁寧に把握していくことも重視。

支援状況調査集計結果（H27.4～H29.3）

（出典）生活困窮者自立支援制度における支援状況調査（生活困窮者自立支援室）。



生活保護受給者等就労自立促進事業
（ハローワークと福祉事務所が連携したチーム支援）

被保護者就労支援事業
（就労支援員による就労に関する相談・助言、個別の
求人開拓やハローワークへの同行等の支援）

職業紹介で
就労が可能な者

就労に向け一定の
支援が必要な者
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被保護者就労
準備支援事業

（就労に向け一定の準備
が必要な者への日常生活
習慣の改善等の支援）

ケースワークによる就労支援＋適切な就労支援施策へ繋ぐ
（家庭訪問等による生活状況の把握、求職活動状況の確認、助言、必要な支援に繋ぐ
ための意欲喚起等）

生活保護受給者に対する就労支援施策について

特定就職困難者雇用開発助成金就
労
時
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引き続き就労継続及び増収に向けた支援を実施

生活保護受給者に対する就労支援の実施

就労・自立インセンティブの強化

就労自立給付金

【保護受給中の就労収入のうち一定額を仮想
的に積み立て、保護廃止時に支給するもの】

（上限 単身世帯10万円 多人数世帯 15万円）

勤労控除

【就労収入から一定額を控除し、収入の一部
を手元に残す制度】

（最低控除額 15,000円）

就労活動促進費
【積極的に就労活動に取り組んでいる者に就
労活動に必要な経費の一部を支給するもの】

（月5,000円 原則６ヶ月以内）

高
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・改革工程表KPI（達成時期：2018年度まで）
事業参加率 60％
事業参加者のうち就労増収者の占める割合 50％

【内訳】
○生活保護受給者等就労自立促進事業

（参 加 者） 67,611人
（就労増収者） 44,105人（65.2％）

○被保護者就労支援事業
（参 加 者） 83,237人
（就労増収者） 37,731人（45.3％）

○被保護者就労準備支援事業
（参 加 者） 6,869人
（就労増収者） 1,871人（27.2％）

○その他自治体の独自事業
（参 加 者） 6,007人
（就労増収者） 2,539人（42.3％）

※ 同一人が複数の事業に参加した場合、重複して計上

2

事業対象者 参加者 参加率

339,377人 121,380人 35.8％

就労増収者 就労増収率

54,678人 45.0％

【参考】就労支援事業の参加状況（H27年度）



使用割合（数量シェア）の出典：

医療扶助実態調査（各年６月審査分）、

医薬品価格調査（薬価本調査）（速報値）（各年９月取引分）

生活保護における後発医薬品の使用促進の取組

法改正時の見直し

生活保護法改正により、後発医薬品の使用を促すことを規定（平成２６年１月１日施行）

第３４条第３項 （略）医療を担当する医師又は歯科医師が医学的知見に基づき後発医薬品・・・を使用することができると認めたものについては、
被保護者に対し、可能な限り後発医薬品の使用を促すことによりその給付を行うよう努めるものとする。

※ 医師が後発医薬品の使用を可能と判断したにもかかわらず、先発医薬品を希望する受給者に対しては、
・ 薬局は、先発医薬品を希望する理由を確認した上で、先発医薬品を一旦調剤する。
・ その理由が「先発医薬品の方が高額だから」 「理由を言わない」等の場合については、福祉事務所の健康管理指導の対象とする。
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向, 67.2%
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の備蓄, 
28.8%

その他, 
4.0%

出典：財政制度等審議会資料

取組の進捗状況 法改正以降の新たな取り組み

（留意点）

調剤報酬明細書の記載要領において、一般名処方が行われた医
薬品について後発医薬品を調剤しなかった場合、調剤報酬明細書
の摘要欄に「患者の意向」「保険薬局の備蓄」「後発医薬品なし」「そ
の他」のうち、最も当てはまる理由をひとつ記載することとなってい
る。

上記の数値は福祉事務所のレセプト管理システムを活用し、政令
市・中核市の平成27年度審査分からそれぞれの理由を抽出し集計
したものである。

銘柄名処方は含まれていないことから、上記内訳が後発医薬品が
調剤されなかった理由の全てでないことに留意が必要。

また、１年間のレセプトから抽出したものであるため、個人が重複
して集計されている可能性があることに留意が必要。

取組の課題

【医師が一般名処方したにも関わらず薬局におい
て後発医薬品を調剤しなかった理由】

医師が一般名処方したにも関わらず薬局におい
て後発医薬品を調剤しなかった理由は「患者の意
向」の割合が高い。

【平成27年度～】
１．福祉事務所における後発医薬品の使用促進計画の
策定（院外処方）
２．院内処方の使用割合の低調な医療機関に対する後発
医薬品使用促進の要請

【平成28年度～】
１．改革工程表に、後発医薬品の使用割合の目標を設定
２．地域の薬局等と連携した服薬指導のモデル実施

【平成29年度における取組】
・外部評価を取り入れたPDCAサイクルの実施について予算
に計上

【今後の検討】
・平成29年度に行う制度全般の検討の中で、後発医薬品の
使用促進に係る更なる対策について検討

参考：経済・財政再生計画改革工程表KPI

【測定指標】

医療扶助の適正化に向けた地方公共団体における後発
医薬品使用促進計画の策定率（平成28年度目標値100％）

【指標の成果】
目標達成



【頻回受診の改善の状況】

医療扶助による外来患者であって、同一傷病について、同一月内に同一診療科を１５日以上受診している月が３ヶ月以上続
いている者のうち、主治医・嘱託医が必要以上の受診と認めた者

適正化の対応

頻回受診の可能性のある者の把握 毎月レセプトを確認し、頻回受診者にかかる台帳を作成

主治医訪問・嘱託医協議 主治医や嘱託医に協議し、頻回受診と認められるか否かを判断

指導の実施 頻回受診と判断された者について、訪問により指導を実施

改善状況の確認
指導の翌月、医療機関へ改善状況を確認。
改善されていない場合には、引き続き指導を実施

【平成28年度からの取組】
・改革工程表を受け、福祉事務所等において、頻回受診適正化計画を策定して適正受診指導を推進

【平成29年度における取組】
・受診指導の対象者の範囲を順次拡大しつつ、外部評価を取り入れたＰＤＣＡサイクルを実施することについて予算計上
＜対象者の範囲＞
同一傷病で、同一月内に同一診療科を15日以上受診する一定の者（初診月である場合や短期的・集中的に治療を行っ

た者等を除く。）にまで拡大
＜対象者拡大の段階的実施＞
まずは、補助事業上の対象者を拡大（将来的には全ての福祉事務所で対象者を拡大することを想定）

頻回受診の適正化について

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

受診状況把握対象者数（同一疾病で月15日以上の通院が３か月以上継続している者数）（Ａ） １８，９６９人 １６，５２６人 １５，４６２人 １３，５４８人

適正受診指導対象者数（Ｂ） ４，１４６人 ４，０１２人 ３．８０９人 ３，０２０人

改善者数（適正な受診日数に改善された者数）（Ｃ） １，７４９人 １，８４４人 １，７４９人 １，３６５人

改善者数割合（Ｃ／Ｂ） ４７．０１％ ４５．９６％ ４５．９２％ ４５．２０％

頻回受診の指導対象者
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【測定指標】

医療扶助について頻回受診対策を実施
する地方公共団体
（平成28年度目標値100％）

【指標の成果】
目標達成

参考：経済・財政再生計画改革工程表KPI
取組状況


